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1.  平成24年3月期の業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 13,927 0.0 396 △15.3 212 △34.3 △489 ―
23年3月期 13,927 1.7 467 △20.9 322 △23.1 72 △64.9

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 △127.69 ― △10.0 1.2 2.8
23年3月期 18.90 18.81 1.4 1.9 3.4

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 18,300 4,677 25.4 1,213.12
23年3月期 16,762 5,192 30.9 1,350.81

（参考） 自己資本   24年3月期  4,646百万円 23年3月期  5,173百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 1,298 △1,435 268 397
23年3月期 1,015 △410 △594 265

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計） 配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 76 105.8 1.5
24年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 19 ― 0.4
25年3月期(予想) ― 7.00 ― 7.00 14.00 33.5

3. 平成25年 3月期の業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 7,200 5.7 170 176.1 60 ― 10 ― 2.61
通期 14,550 4.5 570 43.9 350 65.1 160 ― 41.77



※  注記事項 
(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 3,830,300 株 23年3月期 3,830,300 株
② 期末自己株式数 24年3月期 50 株 23年3月期 50 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 3,830,250 株 23年3月期 3,822,667 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基いており、当社とし
てその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
業績予想の前提となる仮定等については、［添付資料］Ｐ.２「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧下さい。 
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(1）経営成績に関する分析 

①当社の経営成績 

当事業年度における我が国経済は、東日本大震災やその後の電力需給対策等による経済活動の混乱から持ち直

しの動きが見られるものの、欧州における政府債務危機など懸念すべき問題もあり、先行き不透明な状況が続きま

した。  

  一方、当スポーツクラブ業界におきましては、雇用情勢の悪化や先行きの不安感等により消費者マインドの低下

が続いており、厳しい経営環境で推移しましたが、一部回復のきざしも現れつつあります。 

  このような経営環境の中、当社は以下の施策を実施してまいりました。 

  各営業店の収益基盤の強化を推進するため、人員配置や業務内容の見直しを行い、店舗運営の効率化を図ってま

いりました。 

  一方、営業体制の強化を図るための組織改正を行い、きめの細かいマーケティングができる体制を構築いたしま

した。小学生を対象としたプリント学習教室の開設、春休みを利用した子供のスイミングスクール短期教室やター

ゲットを絞ったキャンペーンの実施等により新規入会者の獲得を促進すると共に、メガロスマスターズ（水泳大

会）、グルーヴパーティー等の各種イベントを実施し、会員定着率の向上も図ってまいりました。しかしながら、

東日本大震災発生日以降に積極的な営業活動を控えた期間があったこと等の影響により、会員数は減少しており、

平成22年３月31日までにオープンした既存店の会員数は、平成24年３月31日時点で前年同期比1.5％減となってお

ります。 

  施設面では、平成23年８月に「メガロス吉祥寺店（東京都武蔵野市）」のリニューアル工事を実施し、設備の入

替えや、トレーニングマシンの刷新等を行い、店舗のクオリティの向上に努めてまいりました。 

  また、業容の拡大にも努め、平成23年９月に「メガロス葛飾店（東京都葛飾区）」、平成23年12月に「メガロス

上永谷店（神奈川県横浜市）」をオープンし、平成24年３月31日現在、店舗数は、首都圏に24店舗、静岡県に１店

舗、愛知県に１店舗、合計26店舗となりました。  

  以上の結果、当事業年度におきましては、売上高は13,927百万円（前年同期比0.0％増）、経常利益は212百万円

（前年同期比34.3％減）となりました。また、競合店及び経済環境の悪化の影響により営業活動から生じる損益が

継続してマイナスとなっている一部店舗において、投下資金の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（896百万円）として特別損失に計上しました。そのため、当期純利益につきましては△489百万円（前年

同期比561百万円減）となりました。なお、前年同期においては資産除去債務に関する会計基準に対応するための

過年度分の一括処理費用として99百万円、本社移転に係る費用として15百万円、震災に係る施設の原状回復費用と

して13百万円を、それぞれ特別損失として計上しております。 

  

②次期の見通し 

 我が国経済は、一時持ち直しの動きがみられましたが、電力供給の制約等、景気が下押しされるリスクもあり、

不透明な状況が続くものと考えております。  

 このような経営環境のなか、当社は「顧客満足を感動と喜びに変える」という経営理念に基づき、顧客ニーズを

的確に捉えた質の高いサービスを提供することにより、会員数の獲得に努めてまいります。 

施設面では、メガロス立川店（東京都立川市）のリニューアル工事を予定しており、店舗の競争力の維持向上

を図ってまいります。 

また、（仮称）メガロス相模大野店（神奈川県相模原市）のオープン前会員募集も開始し、業容の拡大を図っ

てまいります。  

以上の施策を実施し、次期の業績見通しにつきまして、売上高14,550百万円（当事業年度比4.5％増）、営業利

益570百万円（当事業年度比43.9％増）、経常利益350百万円（当事業年度比65.1％増）、当期純利益160百万円

（当事業年度比649百万円増）を見込んでおります。 

  

１．経営成績
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(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 総資産は18,300百万円となり、前事業年度末に比べ1,538百万円増加いたしました。これは主に、新規出店投資 

に伴う有形固定資産が増加したこと等によるものであります。 

 総負債は13,622百万円となり、前事業年度末に比べ2,053百万円増加いたしました。これは主に、設備投資等の 

資金需要に合わせて借入金、リース債務が増加したこと等によるものであります。 

 純資産は4,677百万円となり、前事業年度末に比べ514百万円減少いたしました。これは主に、前事業年度決算に

係る期末配当金を支払ったこと、当期純損失を計上したこと等によるものであります。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末（平成24年３月31日）における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、397百万

円となり、前事業年度末と比較して132百万円の増加となりました。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、1,298百万円の資金の増加となりました。これは主に、減価償却費、

減損損失を計上したこと等によるものであります。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、1,435百万円の資金の減少となりました。これは主に、有形固定資産

を取得したこと等によるものであります。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、268百万円の資金の増加となりました。これは主に、短期借入金によ

る資金調達を行ったこと等によるものであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 (注) １ 各指標の算式は以下のとおりです。 

自己資本比率        ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率  ：株式時価総額(期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後))／総資産 

債務償還年数        ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

事業収益インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ          ：(営業利益＋受取利息＋受取配当金)／支払利息 

  

２ 有利子負債は、貸借対照表に計上されている短・長期借入金を対象としております。営業キャッシュ・フロー

はキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。また、支払利息につ

いては、損益計算書の支払利息を使用しております。 

  

  平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 

自己資本比率（％）  30.7  30.9  25.4

時価ベースの自己資本比率（％）  22.7  23.3  22.7

債務償還年数（年）  8.4  9.1  7.4

事業収益インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍） 
 3.1  2.6  1.9
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

株主への利益配分については、当該期の業績、今後の経営環境、設備投資計画などを総合的に勘案し、内部留保

とのバランスを考慮のうえ決定することを基本方針としております。 

内部留保資金の使途につきましては、将来における利益獲得のため、新規出店や既存店のリニューアル等への投

資を図りたいと考えております。 

平成24年３月期の配当につきましては、上記方針に基づき、期末配当金として１株につき５円を予定しておりま

す。なお、次期の配当につきましては、１株につき年14円（うち中間配当７円）を予定しております。 

  

(4）事業等のリスク 

当社の経営成績、財政状態等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、

以下のようなものがあります。なお、文中の将来に関する事項については、当事業年度末（平成24年３月31日）現

在において当社が入手可能な情報等に基づいて判断したものであります。  

  

①経済状況について 

高齢社会を背景に、国民医療費や福祉関連など、健康に関わる社会的コストの増大が続く一方で、国民の健康へ

の関心は高まっており、スポーツクラブの社会的役割は引き続き拡大していくものと思われます。しかしながら、

景気の悪化等により個人消費が低迷するような場合は、スポーツクラブへの支出が優先的に抑えられるおそれがあ

ります。その場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

②新規出店について 

新規出店の際のオープン前経費につきましては、全て発生した期に計上しております。そのため、多くの新規出

店を行った場合、経費が増加し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③リニューアル工事について 

当社は店舗のクオリティを維持することにより、新規入会者の獲得及び会員定着率向上を図るため、計画的にリ

ニューアル工事を実施しております。しかしながら、競合店の状況等を踏まえリニューアル工事を実施する店舗が

同時期に集中した場合や、断続的にリニューアル工事が必要となった場合、経費が増加し、当社の業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

  

④敷金・保証金について 

当社が賃貸借契約により差し入れている敷金・保証金の残高は当事業年度末で4,479百万円となっております。

万一賃貸人の財政状況が悪化し、敷金・保証金の回収が不能となった場合、賃料との相殺や担保権実行による回収

ができない範囲で貸倒損失が発生し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤競合店の出店について 

スポーツクラブの商圏は、施設からの距離・時間によってほぼ決定され、一定の範囲に限定されております。従

って、当社の店舗と同一商圏内に、競合するスポーツクラブが新たに出店した場合、商圏内の需要を分け合ってし

まい、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑥競合サービスの影響について 

国民の健康への関心が高まっておりますが、それに対応して様々なサービスも出現しております。サービスの中

には、通販ビジネスにおける健康器具販売、トレーニングビデオ販売、トレーニング等ができるゲーム機器販売

等、健康増進やダイエット等の観点から、当社の事業と競合するものがあります。今後、消費者の関心が競合サー

ビスにより一層流れた場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑦有利子負債残高の影響について 

当社は、新規出店にあたっては、敷金・保証金のほか当社負担の工事等の設備投資が必要となり、その殆どを借

入金にてまかなっております。当事業年度末の有利子負債残高は9,725百万円となっており、総資産に占める有利

子負債の割合は53.1％となっております。そのため、今後金利が上昇した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

  

⑧個人情報について 

当社は、業務遂行上の必要性から、多くの個人情報を取り扱っております。これらの個人情報に関しては、「個

人情報の保護に関する法律」をはじめ、関係する諸法令の遵守と適正な取扱の確保に努めており、社内諸規程等を

定めたうえ、社員の教育・啓蒙を行い、顧客の権利利益の保護を図っております。 

 しかしながら、不測の事態により、万一個人情報が外部へ漏洩した場合、当社の信用の失墜等をよび、それに伴

う売上高の減少や損害賠償費用の発生等により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑨施設内での事故 

施設内で事故が発生した場合、当社は賠償請求を受ける可能性があります。当社は施設内で発生する事故に関

し、賠償責任保険に加入しておりますが、保険金額を超える請求がなされた場合、当該超過額については、当社が

負担することとなります。また、当該事故の発生により、当社のブランドイメージが毀損し、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

⑩天災地変等 

当社の店舗は首都圏に集中しているため、首都圏で地震や風水害等の天災地変等が発生した場合、多くの施設で

営業ができなくなるおそれがあります。その場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑪親会社グループとの関係について 

(イ)資本関係について 

当事業年度末（平成24年３月31日）現在、野村不動産グループの持株会社である野村不動産ホールディングス

㈱は、当社の発行済株式総数の54.92％を保有する親会社であります。  

(ロ)取引関係について 

当事業年度における当社と野村不動産グループ各社との主な取引関係は以下の通りです。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (注)１．取引金額には消費税等は含んでおりません。 
２．野村不動産㈱と店舗３店（「メガロス緑山倶楽部」「メガロス横濱店」「メガロス三鷹店」）の建物賃貸借の取引があります。

賃借料は、不動産鑑定士の鑑定価格や、市場価格を参考に両社で協議の上決定しています。 

３．野村ビルマネジメント㈱とは店舗24店の施設管理業務の取引があります。管理委託料は、野村ビルマネジメント㈱との間に締結

した管理委託契約に基づき、同業他社の管理委託料との比較の上、決定しています。 
４．野村アメニティサービス㈱とは店舗２店および本社の清掃業務の取引があります。清掃委託料は、野村アメニティサービス㈱と

の間に締結した清掃業務委託契約に基づき、同業他社の清掃委託料との比較の上、決定しています。 

  

属性 会社等の名称 
議決権等の所有
(被所有)割合 

(％) 
事業上の関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 

親会社の 

子会社  
野村不動産㈱     ― 施設の賃借  賃借料の支払 (注)２  220,675

親会社の 

子会社  

野村ビルマネ 

ジメント㈱  
  ― 施設の管理委託  管理委託料の支払 (注)３  262,081

親会社の 

子会社  

野村アメニティ 

サービス㈱  
  ― 施設の清掃委託  清掃委託料の支払 (注)４  20,080
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(ハ)人的関係について 

当社は、経営体制や監査機能の充実を図るため、野村不動産ホールディングス㈱より非常勤取締役１名（同社

取締役髙橋俊昭）及び、非常勤監査役２名（同社取締役折原隆夫及び同社社外監査役福井保明）を招聘しており

ます。 

  当社と野村不動産ホールディングス㈱との関係は以上の通りですが、いずれも当社の自由な営業活動や経営判

断に影響を与えるものではなく、かつ野村不動産グループ内に競合する会社もありません。当社は野村不動産グ

ループ各社から独立しており、独自に事業運営を行ってまいります。 
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 当社の親会社は純粋持株会社である野村不動産ホールディングス㈱でありますが、親会社の子会社のうち次の３

社との取引がございます。野村不動産㈱より店舗３店の建物賃借、野村ビルマネジメント㈱に店舗の施設管理業務

を委託、野村アメニティサービス㈱に店舗および本社の清掃業務を委託しております。 

 また、野村不動産ホールディングス㈱は、野村土地建物㈱の子会社であるため、野村土地建物㈱もまた当社の親

会社であります。 

 なお、平成23年５月24日付で、野村ホールディングス株式会社が、野村土地建物株式会社の株式を追加取得し、

同社の親会社となりましたので、野村ホールディングス株式会社も当社の親会社に該当することになりました。 

 当社とこれらの親会社との間に、事業上の関係はありません。  

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次の通りであります。 

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針  

当社は「スポーツクラブ事業を通じて人々に健康であることの「喜び」「大切さ」を啓蒙し、人々の“健

康”と“生きがい”創造に貢献する」ことにより、顧客や社会と共に栄え、成長していくことを責務と考えており

ます。 

そのために、当社は「顧客満足を感動と喜びに変える」を経営理念として掲げ、「顧客が望んでいたもの、ある

いは望んでいることに気が付いていなかったもの」、「能動的参加の場（スイミング大会等）」を最適のタイミン

グで提供し、顧客の「感動」を創出していきたいと考えております。 

当社は、この経営理念を全従業員に啓蒙し、質の高いサービスを提供していくことにより、高い収益性と成長性

を実現し、企業価値の一層の向上に努めてまいります。 

(2）目標とする経営指標 

当社は新規出店により事業を拡大すると共に、既存店の収益の維持を図ることにより、高い収益性と成長性を実

現することを目標としております。その為、企業価値を表す経営指標として、売上高経常利益率を重視してまいり

ます。 

(3）中長期的な会社の経営戦略ならびに対処すべき課題 

我が国経済は、一部持ち直しの動きがみられるものの、欧州政府債務危機の影響や原油価格の高騰、また電力供

給の制約等、景気が下押しされるリスクもあり、不透明な状況が続くものと考えております。  

        一方、当スポーツクラブ業界は、我が国の人口構造の高齢化もあり、国民の健康に関する関心は依然として高

く、厳しい経営環境が続く中でも、着実な回復基調が続くものと考えております。 

        このような状況の中、当社は「顧客満足を感動と喜びに変える」という経営理念に基づき、全社員一丸となって

以下の諸施策に取組み、顧客ニーズを的確に捉えた質の高いサービスの提供に取組んでまいります。  

  

・商品開発の強化  

      国民の健康に対する関心が高まる一方、様々なサービスの出現により、顧客のニーズは細分化が進んでいると考

えております。これらのニーズに的確に対応するため、当社はお客様へのメニューの拡充を積極的に図ってまいり

ます。 

  

・人材育成の強化 

       高い顧客満足度を維持し、会員定着率の向上を図るためには、従業員一人ひとりのサービスレベルが重要である

と考えております。そのためには、専門的な知識の習得による技術指導の向上だけでなく、会員との密なコミュニ

ケーションや施設運営における基本的な動作の徹底が必要であります。  

       更なるサービスレベルの向上を目指すため、社内研修等の体制を強化し、人材の育成に注力してまいります。 

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 265,293 397,451

預け金 6,376 17,607

売掛金 87,298 120,417

商品及び製品 158,295 171,207

前払費用 329,052 342,742

繰延税金資産 92,441 94,329

その他 53,793 110,863

貸倒引当金 △6,100 △4,000

流動資産合計 986,452 1,250,620

固定資産   

有形固定資産   

建物 13,712,597 14,365,687

減価償却累計額 △3,503,085 △4,188,017

建物（純額） 10,209,511 10,177,670

構築物 432,010 432,197

減価償却累計額 △214,056 △238,118

構築物（純額） 217,953 194,078

車両運搬具 14,968 14,968

減価償却累計額 △11,111 △13,039

車両運搬具（純額） 3,856 1,928

工具、器具及び備品 908,167 1,061,586

減価償却累計額 △693,884 △806,122

工具、器具及び備品（純額） 214,282 255,463

リース資産 537,167 1,518,627

減価償却累計額 △195,805 △338,836

リース資産（純額） 341,362 1,179,791

建設仮勘定 100,170 77,983

有形固定資産合計 11,087,137 11,886,916

無形固定資産   

ソフトウエア 147,157 64,452

その他 31,076 51,717

無形固定資産合計 178,233 116,170

投資その他の資産   

敷金及び保証金 4,268,620 4,479,841

長期前払費用 198,066 206,270

繰延税金資産 30,334 347,287

その他 13,500 13,500

投資その他の資産合計 4,510,521 5,046,899

固定資産合計 15,775,892 17,049,986

資産合計 16,762,344 18,300,606
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 48,372 66,301

短期借入金 － 500,000

1年内返済予定の長期借入金 3,050,000 2,650,000

リース債務 113,575 164,879

未払金 362,735 502,267

未払費用 179,726 222,290

未払法人税等 177,480 128,829

未払事業所税 47,197 49,028

未払消費税等 55,759 －

前受金 391,062 431,276

預り金 23,079 42,712

賞与引当金 99,147 104,085

役員賞与引当金 12,800 －

商品割引券引当金 772 1,336

災害損失引当金 8,210 －

リース資産減損勘定 － 30,045

その他 5,812 5,982

流動負債合計 4,575,730 4,899,034

固定負債   

長期借入金 6,225,000 6,575,000

リース債務 253,163 1,162,226

受入敷金保証金 62,942 63,102

資産除去債務 452,805 474,370

長期リース資産減損勘定 － 449,005

固定負債合計 6,993,911 8,723,704

負債合計 11,569,642 13,622,738

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,431,441 1,431,441

資本剰余金   

資本準備金 1,131,441 1,131,441

資本剰余金合計 1,131,441 1,131,441

利益剰余金   

利益準備金 2,140 2,140

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 2,608,994 2,081,596

利益剰余金合計 2,611,134 2,083,736

自己株式 △54 △54

株主資本合計 5,173,963 4,646,564

新株予約権 18,739 31,303

純資産合計 5,192,702 4,677,867

負債純資産合計 16,762,344 18,300,606
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高   

フィットネス売上高 13,050,618 13,102,809

商品売上高 876,880 825,166

売上高合計 13,927,498 13,927,976

売上原価   

フィットネス営業原価 11,660,535 11,663,212

商品売上原価   

商品期首たな卸高 149,061 158,295

当期商品仕入高 666,334 657,584

合計 815,396 815,880

他勘定振替高 ※1  27,093 ※1  48,486

商品期末たな卸高 ※2  158,295 ※2  171,207

商品売上原価 630,007 596,186

売上原価合計 12,290,542 12,259,399

売上総利益 1,636,955 1,668,576

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 77,940 73,453

役員報酬 84,000 83,200

役員賞与引当金繰入額 12,800 －

従業員給与賞与 421,919 469,565

賞与引当金繰入額 4,358 7,469

株式報酬費用 14,078 13,340

福利厚生費 91,535 119,493

旅費及び交通費 21,882 24,733

通信運搬費 19,758 31,462

器具・備品費 81,006 85,651

委託顧問費 137,589 147,854

不動産関連費 68,459 74,381

減価償却費 43,157 47,594

租税公課 41,726 41,400

貸倒引当金繰入額 4,355 3,831

その他 44,666 48,930

販売費及び一般管理費合計 1,169,233 1,272,362

営業利益 467,721 396,214
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 26,191 25,526

補助金収入 12,791 －

その他 2,179 7,395

営業外収益合計 41,161 32,922

営業外費用   

支払利息 183,070 213,979

固定資産除却損 1,355 2,157

その他 1,763 948

営業外費用合計 186,189 217,084

経常利益 322,693 212,051

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 99,909 －

本社移転費用 15,994 －

災害による損失 5,024 －

災害損失引当金繰入額 8,210 －

減損損失 － ※3  896,854

特別損失合計 129,138 896,854

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 193,554 △684,802

法人税、住民税及び事業税 174,213 123,134

法人税等調整額 △52,913 △318,841

法人税等合計 121,300 △195,706

当期純利益又は当期純損失（△） 72,254 △489,096
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（注）割合については、小数点第２位を四捨五入しております。 

フィットネス営業原価

  
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

区分 金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．従業員給与賞与  2,543,786  21.8  2,368,586  20.3

２．賞与引当金繰入額  94,789  0.8  96,616  0.8

３．販売促進費  606,500  5.2  652,536  5.6

４．業務委託料  1,342,909  11.5  1,442,031  12.4

５．不動産賃借料  2,578,699  22.1  2,538,598  21.8

６．設備維持管理費  1,007,014  8.6  947,664  8.1

７．水道光熱費  1,120,628  9.6  1,173,745  10.1

８．減価償却費  963,623  8.3  1,032,818  8.9

９．その他  1,402,583  12.0  1,410,615  12.1

合計  11,660,535  100.0  11,663,212  100.0
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,425,177 1,431,441

当期変動額   

新株の発行 6,263 －

当期変動額合計 6,263 －

当期末残高 1,431,441 1,431,441

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 1,125,177 1,131,441

当期変動額   

新株の発行 6,263 －

当期変動額合計 6,263 －

当期末残高 1,131,441 1,131,441

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 2,140 2,140

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,140 2,140

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 2,613,125 2,608,994

当期変動額   

剰余金の配当 △76,385 △38,302

当期純利益又は当期純損失（△） 72,254 △489,096

当期変動額合計 △4,130 △527,398

当期末残高 2,608,994 2,081,596

利益剰余金合計   

当期首残高 2,615,265 2,611,134

当期変動額   

剰余金の配当 △76,385 △38,302

当期純利益又は当期純損失（△） 72,254 △489,096

当期変動額合計 △4,130 △527,398

当期末残高 2,611,134 2,083,736

自己株式   

当期首残高 － △54

当期変動額   

自己株式の取得 △54 －

当期変動額合計 △54 －

当期末残高 △54 △54
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

株主資本合計   

当期首残高 5,165,620 5,173,963

当期変動額   

新株の発行 12,527 －

剰余金の配当 △76,385 △38,302

当期純利益又は当期純損失（△） 72,254 △489,096

自己株式の取得 △54 －

当期変動額合計 8,342 △527,398

当期末残高 5,173,963 4,646,564

新株予約権   

当期首残高 13,108 18,739

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,631 12,563

当期変動額合計 5,631 12,563

当期末残高 18,739 31,303

純資産合計   

当期首残高 5,178,728 5,192,702

当期変動額   

新株の発行 12,527 －

剰余金の配当 △76,385 △38,302

当期純利益又は当期純損失（△） 72,254 △489,096

自己株式の取得 △54 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,631 12,563

当期変動額合計 13,973 △514,834

当期末残高 5,192,702 4,677,867
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 193,554 △684,802

減価償却費 1,006,780 1,080,413

減損損失 － 896,854

固定資産除却損 1,355 2,157

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,100 △2,100

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,878 4,938

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △12,800

受取利息及び受取配当金 △26,191 △25,526

支払利息 183,070 213,979

売上債権の増減額（△は増加） 10,252 △33,118

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,233 △12,912

仕入債務の増減額（△は減少） △29,219 17,929

未払金の増減額（△は減少） △60,789 175,208

未払費用の増減額（△は減少） △32,978 44,394

前受金の増減額（△は減少） △56,051 40,213

未払消費税等の増減額（△は減少） △27,988 △55,759

預り金の増減額（△は減少） 2,616 19,633

その他 132,162 13,170

小計 1,295,119 1,681,871

利息及び配当金の受取額 4,589 3,856

利息の支払額 △184,479 △215,809

法人税等の支払額 △99,834 △171,280

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,015,395 1,298,637

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △484,973 △1,223,189

無形固定資産の取得による支出 △5,826 △32,067

敷金及び保証金の差入による支出 △31,082 △328,066

敷金及び保証金の回収による収入 111,628 160,701

その他 33 △12,506

投資活動によるキャッシュ・フロー △410,221 △1,435,128

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 500,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △97,598 △143,049

長期借入れによる収入 2,600,000 3,000,000

長期借入金の返済による支出 △3,025,000 △3,050,000

株式の発行による収入 4,447 －

自己株式の取得による支出 △54 －

配当金の支払額 △76,385 △38,302

財務活動によるキャッシュ・フロー △594,589 268,648

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,584 132,158

現金及び現金同等物の期首残高 254,709 265,293

現金及び現金同等物の期末残高 ※  265,293 ※  397,451
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       該当事項はありません。  

  

（５）継続企業の前提に関する注記
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１．有価証券の評価基準及び評価方法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

   算定）を採用しております。 

  

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

  時価法を採用しております。 

  

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  商品及び製品 

   総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

  しております。 

  

４．固定資産の減価償却の方法 

  (1)有形固定資産(リース資産を除く) 

 建物は定額法を、建物以外は定率法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は下記のとおりであります。 

 建物及び構築物・・・・２～47年 

  工具、器具及び備品・・２～20年  

  (2)無形固定資産(リース資産を除く) 

    定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお 

 ります。  

  (3)リース資産(所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産) 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

     なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取 

       引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  

５．引当金の計上基準 

    (1) 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の債権につい 

   ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2) 賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上してお 

   ります。 

  (3) 役員賞与引当金 

    役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。  

  (4) 商品割引券引当金 

    将来の商品割引券の使用による費用発生に備えるため、当事業年度末において将来利用されることにより見込 

   まれる費用発生額を計上しております。 

  (5) 災害損失引当金 

    震災により被災した資産の復旧等に要する支出に備えるため、当事業年度末における見積額を計上しておりま 

   す。 

  

（６）重要な会計方針
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６．ヘッジ会計の方法 

  (1) ヘッジ会計の方法 

    金利スワップについては、特例処理の条件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。  

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段：金利スワップ 

    ヘッジ対象：借入金の利息 

  (3) ヘッジ方針 

    借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に 

   行っております。 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

    金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。 

  

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ 

 ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

  

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式を採用しております。 
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（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（７）追加情報
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   ※１ 他勘定振替高は、主としてフィットネス営業原価に振り替えたものであります。 

   ※２ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う、簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価 

       に含まれております。 

  

   ※３ 減損損失 

     当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。  

 店舗については、キャッシュ・フローを生み出す最小単位で資産のグルーピングを行い、減損損失の判定を行って

おります。  

 営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスである店舗について帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(建物及び構築物386,691千円、工具、器具及び備品10,281千円、リース資産15,411千円、

その他484,469千円)として特別損失に計上しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを4.8％で割り引

いて算定しております。  

 なお、前事業年度については、該当事項はありません。   

  

（８）注記事項

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

  千円 1,268   千円 2,479

場所 用途 種類 減損損失(千円) 

東京都 
埼玉県 
神奈川県 

店舗 

建物及び構築物、

工具、器具及び備品、 
リース資産、 

その他 

 896,854
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    前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

     １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の増加13,900株は、ストック・オプションの行使による増加であります。  

   ２．自己株式の増加50株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

     ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

     ３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

       (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの       

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首 

株式数  
当事業年度 
増加株式数  

当事業年度 
減少株式数  

当事業年度末 
株式数  

発行済株式     

  普通株式（株） （注）１  3,816,400  13,900  －  3,830,300

    合計（株）  3,816,400  13,900  －  3,830,300

自己株式     

  普通株式（株） （注）２  －  50  －  50

    合計（株）   －  50  －  50

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式数（株） 当事業年度末
残高 

（千円） 当事業年

度期首 

当事業年

度増加 

当事業年

度減少 

当事業年

度末 

 提出会社 
ストック・オプション

としての新株予約権 
 －  －  －  －  －  18,739

 合 計  －  －  －  －  －  18,739

  
（決議） 

株式の種類
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  38,164  10 平成22年３月31日 平成22年６月24日 

平成22年10月26日 

取締役会 
普通株式  38,221  10 平成22年９月30日 平成22年12月10日 

  
(決議) 

株式の種類
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  38,302  利益剰余金  10 平成23年３月31日 平成23年６月29日
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    当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

     １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

     ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

     ３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

       (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

                次のとおり、付議いたします。 

  
当事業年度期首 

株式数 
当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

発行済株式     

  普通株式（株）   3,830,300  －  －  3,830,300

    合計（株）  3,830,300  －  －  3,830,300

自己株式     

  普通株式（株）   50  －  －  50

    合計（株）   50  －  －  50

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式数（株） 当事業年度末
残高 

（千円） 当事業年

度期首 

当事業年

度増加 

当事業年

度減少 

当事業年

度末 

 提出会社 
ストック・オプション

としての新株予約権 
 －  －  －  －  －  31,303

 合 計  －  －  －  －  －  31,303

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  38,302  10 平成23年３月31日 平成23年６月29日 

(決議) 株式の種類
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  19,151  利益剰余金  5 平成24年３月31日 平成24年６月27日
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 ※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

現金及び預金勘定        千円 265,293      千円 397,451

現金及び現金同等物       265,293       397,451
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 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

  

  

１．金融商品の状況に関する事項 

(１)金融商品に対する取組方針 

 設備投資計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入)を調達しております。一時的な余資は主に流動性

の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブ

は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

(２)金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク 

 賃貸人等に対し、契約締結時に敷金及び保証金を差し入れており、賃貸人等の信用リスクに晒されてお

ります。 

 短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金(原則５年以内)及びファイナンス・リー

ス取引に係るリース債務は主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リ

スクに晒されておりますが、このうち長期のものについては、支払金利の変動リスクを回避し、支払利息

の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引(金利スワップ取引)をヘッジ手段として利用し

ております。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているた

め、その判定をもって有効性の評価を省略しております。 

(３)金融商品に係るリスク管理体制 

 敷金及び保証金については、差入先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等によ

る回収懸念の早期把握を図っております。  

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従っており、また、デリバテ

ィブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するため、信用力の高い金融機関とのみ取引を行っておりま

す。 

 また、借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、適時に資金繰計画を作成するなどの方法により

管理しております。  

  

（リース取引関係）

（金融商品関係）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

前事業年度（平成23年３月31日）                           (単位：千円)

 (＊)１．負債に計上されているものについては、( )で示しております。  

   ２．１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。 

    

当事業年度（平成24年３月31日）                           (単位：千円)

 (＊)１．負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

   ２．１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。 

   ３．流動負債「リース債務」と固定負債「リース債務」を合算しております。 

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項 

  資産及び負債  

  (１)敷金及び保証金 

 敷金及び保証金の時価は、差入先ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に

信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  (２)長期借入金 

   長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており

(下記デリバティブ取引参照)、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入

を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

  (３)リース債務  

 リース債務の時価は、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっております。 

  デリバティブ取引  

注記事項(デリバティブ取引関係)をご参照下さい。 

  

  貸借対照表計上額(＊)１ 時価(＊)１ 差額 

(１)敷金及び保証金  4,268,620  3,399,066 ( ) 869,554

(２)長期借入金(＊)２ ( ) 9,275,000 ( ) 9,376,947 ( ) 101,947

デリバティブ － － － 

  貸借対照表計上額(＊)１ 時価(＊)１ 差額 

(１)敷金及び保証金  4,479,841  3,698,880 ( ) 780,961

(２)長期借入金(＊)２ ( ) 9,225,000 ( ) 9,303,151  ( ) 78,151

(３)リース債務(＊)３ ( ) 1,327,105 ( ) 1,327,391 ( ) 285

デリバティブ － － － 
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  ２．金銭債権の決算日後の償還予定額  

  前事業年度（平成23年３月31日） 

  

  当事業年度（平成24年３月31日） 

  

  

  ３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後の返済予定額 

  前事業年度（平成23年３月31日） 

  

  当事業年度（平成24年３月31日） 

  

  １年以内（千円） 
１年超５年以内 

（千円） 

５年超10年以内 

（千円） 
10年超（千円） 

敷金及び保証金  94,391  567,105  994,745  2,612,377

  １年以内（千円） 
１年超５年以内 

（千円） 

５年超10年以内 

（千円） 
10年超（千円） 

敷金及び保証金  115,396  811,101  1,213,133  2,340,210

  
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 
５年超 
（千円） 

長期借入金  2,650,000  3,250,000  325,000  －  －

リース債務  115,642  81,395  41,098  15,026  －

  
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 
５年超 
（千円）  

長期借入金  3,250,000  3,325,000  －  －  －

リース債務  132,204  93,618  69,429  38,574  828,399
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     該当事項はありません。 

  

（有価証券関係）
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１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

 該当事項はありません。 

  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引  

金利関連  

前事業年度（平成23年３月31日） 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

当事業年度（平成24年３月31日） 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等（千円）
契約額等のうち 

１年超（千円） 
時価（千円） 

金利スワップの   

特例処理 

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
長期借入金  9,275,000  6,225,000 （注） 

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等（千円）
契約額等のうち 

１年超（千円） 
時価（千円） 

金利スワップの   

特例処理 

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
長期借入金  9,225,000  6,575,000 （注） 

（退職給付関係）
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       １．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名 

                                              （単位：千円） 

    ２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 （１）ストック・オプションの内容 

  （注）株式数に換算して記載しております。 

  

     （２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

        当事業年度（平成24年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプシ

ョンの数については、株式数に換算して記載しております。 

       ①ストック・オプションの数 

  

（ストック・オプション等関係）

  
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
  至 平成23年３月31日）  

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日）   

販売費及び一般管理費の株式報酬費  14,078  13,340

  
株式会社メガロス 

2008年度第２回 
新株予約権  

株式会社メガロス 

2009年度第２回 
新株予約権  

株式会社メガロス

2010年度第１回 
新株予約権  

株式会社メガロス

2010年度第２回 
新株予約権  

株式会社メガロス 

2011年度第１回 
新株予約権  

株式会社メガロス

2011年度第２回 
新株予約権  

付与対象者
の区分及び
人数  

取締役３名 
従業員14名 

取締役３名 
従業員12名 

取締役３名 
取締役３名 
従業員12名 

取締役３名 
取締役３名 
従業員11名 

株式の種類
別のストッ
ク・オプシ
ョンの付与
数（注） 

普通株式 
32,000株 

普通株式 
27,000株 

普通株式 
7,900株 

普通株式 
28,000株 

普通株式 
7,900株 

普通株式 
26,000株 

付与日 平成20年12月１日 平成21年８月３日 平成22年８月23日 同 左  平成23年８月22日 同 左  

権利確定条
件 

権利確定条件は付さ

れていません。 同 左  同 左  同 左  同 左  同 左  

対象勤務期
間 

対象勤務期間の定め

はありません。 同 左  同 左  同 左  同 左  同 左  

権利行使期
間 

自 平成22年12月１日

至 平成27年11月30日

自 平成23年８月３日

至 平成28年８月２日

自 平成23年８月23日

至 平成28年８月22日

自 平成24年８月23日

至 平成29年８月22日

自 平成24年８月22日

至 平成29年８月21日 
自 平成25年８月22日

至 平成30年８月21日

  
株式会社メガロス  

2008年度第２回 
新株予約権 

株式会社メガロス  

2009年度第２回 
新株予約権  

株式会社メガロス  

2010年度第１回 
新株予約権  

株式会社メガロス  

2010年度第２回 
新株予約権  

株式会社メガロス  

2011年度第１回 
新株予約権  

株式会社メガロス  

2011年度第２回 
新株予約権  

 権利確定前  
（株） 

            

 前事業年度末 ―  25,000 ―   26,000 ― ― 

  付与 ― ― ― ―  7,900  26,000

  失効 ― ― ―  3,000 ―  3,000

  権利確定 ―   25,000 ― ―   7,900 ― 

  未確定残 ― ― ―  23,000 ―  23,000

 権利確定後  
（株） 

            

 前事業年度末  20,000 ―   7,900 ― ― ― 

  権利確定 ―   25,000 ― ―   7,900 ― 

  権利行使 ― ― ― ― ― ― 

  失効 ―  3,000 ― ― ― ― 

  未行使残  20,000   22,000  7,900 ―   7,900 ― 
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       ②単価情報 

       ３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

      当事業年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のとおり

であります。  

       ①使用した評価技法   ブラック・ショールズ式  

       ②主な基礎数値及び見積方法 

       （注）１．平成19年11月９日より平成23年８月22日までの株価実績に基づき算定しております。 

          ２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点におい

て行使されるものと推定して見積もっております。 

          ３．平成24年３月期の予想配当によっております。 

          ４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。 

       ４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

      基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。 

  
株式会社メガロス 

2008年度第２回 
新株予約権 

株式会社メガロス

2009年度第２回
新株予約権 

株式会社メガロス

2010年度第１回
新株予約権 

株式会社メガロス

2010年度第２回
新株予約権 

株式会社メガロス 

2011年度第１回 
新株予約権  

株式会社メガロス

2011年度第２回
新株予約権 

権利行使価格  
（円） 

 740  1,010  1  1,093  1  1,105

行使時平均株価 
（円） 

― ― ― ― ― ― 

付与日における
公正な評価単価
（円）  

 184  259  983  219  1,033  235

  
株式会社メガロス  

2011年度第１回新株予約権 
株式会社メガロス  

2011年度第２回新株予約権  

 株価変動性     （注）１  27.5％   29.8％ 

 予想残存期間    （注）２ 3.5年 4.5年 

 予想配当      （注）３ ５円/株 ５円/株 

 無リスク利子率   （注）４ 0.29％  0.40％ 
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 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」(平成23年法律第114

号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」(平成23年

法律第117号)が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び

復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する

法定実効税率は従来の40.7％から平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事業年度に

解消が見込まれる一時差異については38.0％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時

差異については、35.6％となります。 

 この税率変更により、繰延税金資産は71,842千円減少(繰延税金負債は19,440千円減少)し、法人税等調整額が

52,402千円増加しております。 

  

（税効果会計関係）

  
前事業年度 

（平成23年３月31日）
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

（流動の部）      

繰延税金資産      

賞与引当金 千円40,352  千円 39,552

未払事業税  18,239   13,572

未払事業所税  19,209    18,630

一括償却資産限度超過額  1,180   1,983

減損損失  －   11,417

その他  13,459   9,173

繰延税金資産合計  92,441   94,329

繰延税金負債合計  －   －

繰延税金資産の純額  92,441   94,329

（固定の部）      

繰延税金資産      

一括償却資産限度超過額  698   1,331

ゴルフ会員権評価損  5,854   5,121

資産除去債務  184,291   168,875

減損損失  －   310,692

その他  3,583   6,084

繰延税金資産小計  194,428   492,105

評価性引当額  △5,854   △5,121

繰延税金資産合計  188,573   486,984

繰延税金負債      

建設協力金評価差額  21,270   20,596

建物（資産除去債務）  136,968   119,100

繰延税金負債合計  158,239   139,696

繰延税金資産の純額  30,334   347,287

  
前事業年度 

（平成23年３月31日）
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.7  ％ 40.7

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目  7.8   △1.4

住民税均等割  10.6   △2.8

評価性引当額の増減  3.0   －

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  －   △7.7

その他  0.6   △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率  62.7   28.6
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 関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

  

 重要性が乏しいため、注記の対象から除いております。  

  

（持分法損益等）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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  前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）及び当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成 

  24年３月31日） 

  当社はスポーツクラブ運営及びスポーツ用品等の販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

   

    １.関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

  

２.親会社又は重要な関連会社に関する注記 

前事業年度（平成23年３月31日） 

(１)親会社情報 

野村土地建物㈱（非上場） 

野村不動産ホールディングス㈱（東京証券取引所に上場） 

  

(２)重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。 

    当事業年度（平成24年３月31日） 

(１)親会社情報 

野村ホールディングス㈱（東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所、シンガポール証券取引

所、ニューヨーク証券取引所に上場） 

野村土地建物㈱（非上場） 

野村不動産ホールディングス㈱（東京証券取引所に上場） 

  

(２)重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（関連当事者情報）
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(注)１．当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当た 

    り当期純損失金額であるため記載しておりません。 

  ２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

    の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  

（１株当たり情報）

  
前事業年度 

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成23年４月１日 

至  平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 1,350.81 円 1,213.12

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純

損失金額（△） 
円 18.90 円 △127.69

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 18.81    －

  
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額（△） 
           

当期純利益金額又は当期純損失金額

（△）（千円） 
 72,254  △489,096

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益金額又は当期

純損失金額（△）（千円） 
 72,254  △489,096

期中平均株式数（株）  3,822,667  3,830,250

             

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額            

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  16,853  －

（うち新株予約権）  (16,853)  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

株式会社メガロス 2010年度第２回新株予

約権(新株予約権の数  個) 

なお、概要は「注記事項（ストック・オプ

ション等関係）」に記載のとおりでありま

す。 

260   

－ 
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 該当事項はありません。 

  

  

（重要な後発事象）
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    生産、受注及び販売の状況 

①部門別売上高の状況（単位：千円） 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．スポーツクラブ施設に付帯する駐車料金、プライベートロッカー等の収入であります。 

   ②部門別会員数の状況（単位：名） 

  

５．その他

部 門  平成23年３月期  平成24年３月期  前期比（％）   

 フィットネス部門  9,243,684  9,140,627 △  1.1

  スイミングスクール   1,409,540  1,515,515 ＋  7.5

  テニススクール   1,130,957  1,102,771 △  2.5

  その他スクール   569,687  561,353 △  1.5

 スクール部門合計  3,110,185  3,179,639 ＋  2.2

 プロショップ部門  876,880  825,166 △  5.9

 その他の収入（注）２  696,748  782,541 ＋  12.3

 合 計  13,927,498  13,927,976 ＋  0.0

部 門  平成23年３月末 平成24年３月末 前年同期比（％）    

 フィットネス部門  89,659  93,045 ＋  3.8

  スイミングスクール   20,025  22,055 ＋  10.1

  テニススクール   11,967  11,581 △  3.2

  その他スクール   6,056  6,352 ＋  4.9

 スクール部門合計  38,048  39,988 ＋  5.1

 合 計  127,707  133,033 ＋  4.2
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